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電子メールシステムのメールアドレス・ビュアによる
ディレクトリサーバ連携と移行方式

廣 澤 敏 夫†1 吉 澤 康 文†2 伊 藤 勉†3

石 井 良 浩†4 上 岡 功 司†3 森 重 健 洋†3
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電子メールの普及は，研究活動や企業活動のグローバル化を進展し，情報活動を迅速にし，かつ多
様化させている．このような背景から，他の電子メール・サーバに登録されたメールアドレスの検索
を可能とするディレクトリ・サービスの活用方法が重要になる．利用者の観点からは，ディレクトリ・
サーバごとに特定の検索ソフトウエアをインストールすることなく，既存の電子メールシステムが提
供する操作インタフェースでメールアドレスを検索できれば有効である．そこで，本論文では，既存の
電子メールシステムが有するメールアドレス検索の操作インタフェースを変更することなく，ディレ
クトリ・サーバと連携する「メールアドレス・ビュア機能MVF（Mail-address Viewer Functions）」
を提案する．これらを実現するにあたり，(1) MVFを電子メール・クライアントとディレクトリ・
サーバ間に介在させるフロントエンド処理方式と，(2)組織階層表示のためにフラット型ディレクト
リ情報データベースと組織階層管理データベースを組み合わせたハイブリッド型検索表示方式の 2方
式を提案し開発した．MVFを実運用環境で実運用した結果，MVFを利用したメールアドレスの検
索比率は，使い始めたときの 70%から 3年後には 85%へと増加し，MVFの利用が定着しつつある．
また，既存の電子メールシステムを一貫して運用し，機能を拡張したことにより，運用の効率化が図
れた．本分析結果は我々のサイトの一例であるが，当初目的とした電子メールの利便性と運用性の向
上に貢献できた．

Proposal of an Electronic Mail System Working in Cooperation
with a Directory Server Using Mail-address Viewer
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Widespread electronic mails (E-MAIL) have been changing office activities, promoting
the globalization, shortening our communication time and diversifying the style of working.
Against the background of this situation, the efficient and practical directory service which
enable user to search E-MAIL addresses stored in other E-MAIL systems should be available.
From the viewpoint of the E-MAIL user, E-MAIL users usually want the integrated operations
by single software without installing specialized retrieval software for every directory service.
Accordingly, we propose MVF (Mail-address Viewer Functions) in this paper. MVF cooper-
ates with directory server in E-MAIL system and provides E-MAIL users with functions that
support to search E-MAIL addresses visually. In addition, MVF keeps the same user interface
as existing E-MAIL systems. We proposed and developed two main features in MVF. The
first one is a front-end processor of the E-MAIL client to coordinate with directory servers.
The second one provides “a hybrid type viewer” which enables to search E-MAIL addresses
from directory databases not only flat type but also hierarchical type. At the beginning of the
MVF release in our site, 70% of users used this facility immediately. The utilization of MVF
increased 85% after three years. From this results the proposed MVF improves the efficiency
and availability of E-MAIL systems.
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1. ま えが き

企業内私設網であるイントラネットワークの普及に

より，ネットワークの規模が拡大しつつある1)．企業活

動における情報伝達手段としてパーソナルコンピュー

タ（Personal Computer，以降 PCと省略する）の利

用は不可欠であり，電子メールに代表される各種サー

ビスがなされている．また，中央集中型構成である大

型計算機システム，すなわちスーパサーバも LAN接

続され，クライアント/サーバ型システムとしてネッ

トワーク系内で共存し2)，クライアント端末も，PC，

WS（Workstation）などが混在した構成となっている．

上記システム構成のもとで，利用者はクライアント

端末となるPCを利用して所望のサーバを利用できる．

特に，電子メールの普及は，研究活動や企業活動のグ

ローバル化を進展させ，情報活動を迅速，かつ多様化

する．電子メールの普及率は，1997年 9月の 6.6%か

ら 2000年 3月には 16.3%へと増加しており3)，その

増加傾向は今後とも持続すると予想される．

筆者らは，異種のプロトコルに基づく相互接続の

ケーススタディとして X.400規約4)の電子メール5),6)

（以降，X400 メールと省略する）と SMTP規約7)の

インターネットメール（以降，E-mailと省略する）と

が相互接続できる機能を開発した8)∼10)．この方法に

より，たとえば PCメールの cc:Mail 11)を用いた他事

業所のメールシステム12)との間でメール交換が行え，

利用者へのサービス向上を図ってきた．しかし，X400

メールから PC メールに登録されている人に新規に

メールを送信しようとすると，宛先のメールアドレス

を検索することができず，事前に PCメールのメール

アドレスを控えておく必要があるなど，利用面での新

たな課題が生じていた．

利用者の観点からは，電子メールを送る際に相手の

メールアドレスを必要に応じて検索できるサービス，

すなわちディレクトリ・サービス13),14)の利用が考え

られる．ディレクトリ・サービスの世界標準としては，

CCITT（現 ITU-T）勧告の X.500 15)がある．X.500

は優れたプロトコルであるが，7階層構造による処理

負荷の重さに問題があった14),16)．そこで，PCを用い

た多くの電子メールシステム（以降，PCメールと省略
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する）11),17)∼19)では，メールアドレスの宛先台帳を独

自に保持する方法が 1995年代の主流であった17)∼19)．

LDAP（Light-weight Directory Access Proto-

col）20)∼22)は，X.500に準拠した簡易なアクセス方式

として 1993年に RFC1487 20)として提案され，その

後，1995 年 3 月の LDAPv2（RFC1777）21)を経て，

1997年末に認証とセキュリティ機能の強化が図られ

た標準案 LDAPv3 22)が RFC 化されている．また，

LDAP用の各種ディレクトリ・サーバが提供されてい

る13),14)．このような状況から，LDAPをとり入れた

電子メール・サーバの構築が有効と考えられる．

一方，運用者の観点からすると，いったん，実運用

に供した電子メールシステムを継続運用し，機能を

拡張することにより，分散システムの構築・運用ノウ

ハウの蓄積と継承が図れ，結果として，ユーザサー

ビスの向上につながると考えた．また，次世代のイン

ターネットに向けては，電子メールシステムの ASP

（Application Service Provider）化など，新しいサー

ビスアーキテクチャへの展開が始まろうとしており23)，

今後，インターネットを基本にした分散システムの構

築・運用技術の重要性がますます高まるものと思わ

れる．

この状況のもとで，ディレクトリ・サービスの導入を

計画すると次のような課題が生まれる．つまり，X400

メールを基本にした環境に，1995年代に実績のあった

VINES（Virtual Networking System）25)∼27)ディレ

クトリ・サーバを導入すると，ディレクトリ・サーバ

対応に特定のソフトウエアを必要とするだけでなく，

後に LDAPサーバに移行するときに，再度別個の使

用インタフェースを持つ必要が生じる．

利用者の観点からすると，既存の電子メールシステ

ムが提供する統一した操作インタフェースでの利用

が望ましい．そこで，本論文では，この問題の解決法

を提案するが，その具体的な一例として VINESを活

用してメールサーバ間で相互に利用可能とするディレ

クトリ・サービスを備えるシステム12),25)を取り上げ

る．また，後に，ディレクトリ・サービスのサーバを

VINESサーバから LDAPサーバに移行しても，電子

メールシステムのクライアント端末に LDAPサーバ

に応じた特定のソフトウエアをインストールしなくて

済むことが望ましい．

そこで，筆者らは，ディレクトリ・サービスと連携

してメールアドレスを検索するときに，(1)フロント

エンド処理の役割を果たす機能と，(2)組織階層表示

のためにフラット型ディレクトリ情報データベースと

組織階層管理データベースを組み合わせたハイブリッ
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図 1 電子メール・サーバとディレクトリ・サーバの関係
Fig. 1 A relationship between E-mail and directory

server.

ド型検索表示方式を新たに開発するアプローチを提案

する．本機能を「メールアドレス・ビュア機能」（Mail-

address Viewer Functions，以降MVFと省略する）

と呼ぶ．

本論文では，2章で電子メールシステムとディレク

トリ・サービスとを連携させるときの課題を述べ，3

章で筆者らが提案する MVF の狙いとコンセプトを

示し，4章で MVFの主な処理方式を述べる．5章で

MVFを実運用環境で運用し，評価した結果を述べる．

2. 電子メール利用の現状とディレクトリ・サー
ビス連携の課題

図1に電子メールシステムとディレクトリ・サービス

の関係を示す．電子メール・サーバでは，CCITT勧告

の X.400 4)や SMTP（Simple Mail Transfer Proto-

col）規約7)で規定されているメッセージ転送系MTS

（Message Transfer System）の機能を有している．

図 1 の点線で示すように，ディレクトリ・サービスの

DSA（Directory System Agent）機能13)∼15),20)∼22)

は，クライアント端末，あるいは電子メール・サーバ

側に実装された DUA（Directory User Agent）から

の要求を処理し，他の DSA，たとえば中央ディレク

トリ・サーバ（DSA-C）とも交信できる．

1995 年代の多くのメール・ソフトウェアはメール

送信のための宛先検索機能と宛先台帳を独自に有し，

クライアント端末の操作画面に様々な工夫がなされて

いる．たとえば，PC メール11),17)∼19)や X400 メー

ル5),6)などがその例である．

筆者らは，異種のプロトコルに基づく相互接続のケー

ススタディとしてX400メール5),6)と SMTP規約7)の

E-mailとが相互接続できる機能を開発した8)∼10)．そ

こでは，(1)ラインモード操作処理方式，(2)サーバ内

蔵型個人あて先台帳検索方式，(3) メールの取得条件

指定方式を提案・開発し，利用者へのサービス向上を

図ってきた8)∼10).この方法により，たとえば PCメー

ルの cc:Mail 11)を用いた他事業所のメールシステム12)

との間でメール交換を行えるので，利用者へのサービ

ス向上が図れる．

しかし，X400 メールから PC メールに登録されて

いる人へ新規にメールを送信しようとすると，宛先の

メールアドレスを検索することができず，事前に PC

メールのメールアドレスを控えておく必要があるな

ど，利用面での新たな課題が生じた．この課題を解決

するのがディレクトリ・サービス13),14)の利用であり，

1995年代には VINES 26),27)がメールシステムにこの

サービス機能を組み込むインタフェースを汎用的に提

供していた．

この状況のもとで，X400メールと全社的な個人情報

を管理しているVINESディレクトリ・システム12),25)

（以降，中央ディレクトリ・システムと省略する）とを

連携させること，すなわち図 1 の電子メール・サーバ

と連携するディレクトリ・サーバ（以降，Dir-Sと省略

する）が中央ディレクトリ・システムのサーバ DSA-C

からメールアドレスを得るようにすることを計画する

と，次のような課題が生じる．

(1) 中央ディレクトリ・システムのディレクトリ情

報：

複数のメールサーバがある場合，たとえば，他事業

所のメールサーバが PC メールの cc:Mail 11),12)とす

るなら，中央ディレクトリ・システムのディレクトリ

情報には，cc:Mailのメールアドレスが格納されてお

り12),25)，X400メールで利用するには SMTP規約の

メールアドレスに変換する必要がある．

(2) LDAPサーバへの切替え：

将来，Dir-SをVINESサーバから LDAPサーバ24)

に切り替えると，クライアント端末に LDAPのディ

レクトリ・サーバに対応した DUAのソフトウエアを

再度インストールする必要がある．

さらに，利用者の観点からすると以下の点が要請さ

れる．

( 1 ) X400メールのクライアント端末を利用してDir-

Sに格納されたメールアドレスを検索でき，か

つメールを送信できること．

( 2 ) X400 メールでは，メールアドレスの検索時に

組織階層が表示され，そこからメールアドレス

を選択する操作に慣れており，その使い慣れた

操作インタフェースで操作できること．

( 3 ) X400 メールでは宛先台帳を用いたメールアド

レスの検索が短時間で行えており，Dir-Sを利

用しても検索時間が大幅に増加しないこと．
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( 4 ) Dir-Sの種類に応じた特定のソフトウエアをクラ

イアント端末にインストールしなくても，メー

ルアドレスの検索が行え，利用者の操作インタ

フェースに影響を及ぼさないこと．

特に，( 2 )の組織階層の表示機能は，同姓同名の人

物が存在しやすい大規模組織の環境では必須である．

3. メールアドレス・ビュア機能の提案

3.1 狙いとコンセプト

上記の課題を解決するために，ケーススタディとし

た X400 メールの電子メールシステム5),6),8)∼10)が提

供している操作インタフェースを大幅に変更すること

なく，中央のディレクトリ・システムに登録された PC

メールのメールアドレスを X400メールから利用でき

るようにすることを第 1の目的とした．さらに，ディ

レクトリ・サーバの種類に応じたソフトウエアをクラ

イアント端末に再度インストールすることなく，ディ

レクトリ・サーバ Dir-Sを VINESサーバから LDAP

サーバへの移行が行える方式を実現することを第 2

の目的とした．これにより，いったん，実運用に供し

た電子メールシステム5),6)を継続運用し，X400 メー

ル5),6)と SMTP規約7)の E-mailとが相互接続できる

機能8)∼10)に加え，継続して機能を拡張することによ

り，分散システムの構築・運用ノウハウの蓄積と継承

が図れ，また，ユーザの負担なしにディレクトリ・サー

バの移行が行えれば，結果として，ユーザサービスの

向上につながると考えた．

表 1 に電子メール・サーバとディレクトリ・サー

バ連携の例として X400メール5),6)と中央ディレクト

リ・システム12),25)を連携させるときに，2章で述べ

た利用者の観点からの課題と解決策を示す．

表 1の項番 1から項番 4は既存の電子メールシステ

ムとの連携性の課題であり，項番 5，6はディレクト

リ・サーバの移行性の課題である．連携性に対しては，

図 1 の宛先台帳とは別にディレクトリ・サーバ Dir-S

を設け，メールアドレスの検索機能を実現する．

Dir-Sのディレクトリ情報は中央ディレクトリ・シ

ステム12),25)から作成し，他の電子メール・システム

に登録されたメールアドレスを検索できるようにする．

また，検索したメールアドレスを用いて PCメール11)

へメールを送信できるようにするために，ディレクト

リ情報DB（Directory Information Database，以降

DDBと省略する）の作成時に PCメール11),12)のメー

ルアドレスを E-mailのメールアドレス表記28)に変換

してから格納するように工夫する．

表 1 の項番 1から項番 4の課題を解決することに

表 1 ディレクトリ・サーバ連携の課題と解決策
Table 1 Problems and solutions of a directory server

connection.

より，既存の電子メールシステムが有する宛先検索機

能と併存でき，既存のメールアドレス検索時の操作性

や検索時間を保証する．したがって，Dir-Sを用いた

メールアドレスの検索時に組織階層を操作画面上に同

時に表示し，(1) メールアドレスを組織名から検索可

能とし，さらに (2)個人名で検索できる機能を実現す

る工夫を行った．

具体的には，メールアドレスの検索時に組織階層の

表示処理と検索処理のフロントエンド処理を行うメー

ルアドレス・ビュア機能MVF（Mail-address Viewer

Functions）29)∼31)を提案する．また，MVFを経由し

たメールアドレスの検索時間が 2～3秒以内であれば，

既存の電子メールシステムが有する宛先検索機能5),6)

との違和感がないと判断される．そこで，DDBの構

造とMVFの処理の高速化を図ることが利用面での解

決策となる．

移行性に対しては，Dir-Sの種類を変更しても，(1)

利用者の操作インタフェースを変更しないことと，(2)

連携性と同様に，メールアドレスの検索時間を 2～3秒

以内にすることが重要である．(1)に対しては，MVF

が図 1 の DUAの機能を分担することにより，Dir-S

の種類に応じた特定のソフトウエアをクライアント端

末にインストールしなくて済むので解決できる．

したがって，MVFでは，以下の機能と処理方式を

実現することにした．

( 1 ) 組織名や個人名での検索が可能な多階層検索機

能を提供する．

( 2 ) メールアドレスの検索時に組織階層を同時に表

示できる機能を提供する．

( 3 ) メールアドレスの検索時間が 2～3秒以内で行

え，かつ PCメールへメールを送信できるよう

にするために，DDBの構造とMVFの処理方

式を工夫する．
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図 2 メールアドレス・ビュアにおける操作画面の例
Fig. 2 An example of operation screen by Mail-address

Viewer.

3.2 操作インタフェース

筆者らは，クライアント端末の操作性が低下しない

ようにすることが重要と考え，MVFの開発に際して

は，既存の X400メール5),6)の操作画面からMVFに

よるメールアドレスの検索を指令できる操作インタ

フェースとした．

図 2は既存のX400メールからMVFが起動された

ときの操作画面の例である．MVFを用いてメールア

ドレスの検索を行うには，図 2 の最背面の ‘所外宛先’

アイコンをクリックすると，MVFが起動され，図 2

の中面に示したMVFの操作画面に遷移するようにし

た．なお，Dir-Sに X400 メールの宛先台帳で保持し

ているメールアドレスの情報も格納したため，MVF

の操作画面から X400メールに登録されている自組織

のメールアドレスの検索も行えるようにした．

MVFの操作画面では，検索する組織を指定すると，

その組織の組織階層を表示するとともに，図 2 の最前

面に示すように，選択した組織下の検索したい名前を

指定できる．また，図 3に示すように，組織階層が表

示されたグループ（grp1）の構成員一覧の中から所望

の名前を選択でき，利用者が使用中の X400メールで

の宛先検索操作5),6)との違和感を感じさせない工夫を

した．なお，X400 メールが具備する宛先台帳を使用

して宛先を検索する場合には，‘所内宛先’をクリック

することで，従来と同様に X400メールの宛先検索機

能を利用できるようにした．

3.3 実 現 方 式

図 4 に，筆者らの提案する MVF の概念を示す．

MVF は電子メールシステムのクライアントと Dir-

図 3 階層表示機能を用いたアドレス検索の例
Fig. 3 A search example of mail address by the

hierarchical display function.

図 4 メールアドレス・ビュア機能MVFの概念
Fig. 4 Conceptual structure of Mail-address Viewing

Functions.

S 24),26),27)間に位置し，フロントエンド処理機能の役

割を果たす．MVFはクライアント側で動作するMVF-

Clientとサーバ側で動作する MVF-Serverで実現す

る．MVF-Serverは Dir-Sに対してクライアントの役

割を果たし，アクセス制御のための認証手続きも分担

する．したがって，MVF-ClientはMVF-Serverへの

検索要求のみとなり，Dir-Sが変更されてもクライア

ント端末に再度特定のソフトウエアをインストールし

なくて済むようにした．MVF-Serverには，図 2，図 3

の操作画面例で示した組織階層を表示するための組織

階層管理 DB（Hierarchical Organization DB，以降

HDBと省略する）を設け，Dir-Sでのメールアドレ

スの検索と並行して，MVFが組織階層検索を行うよ

うに工夫した．

(1) MVF-Clientの機能

MVF-Clientを電子メールシステムのクライアント

端末にインストールし，電子メールクライアントか

ら起動され，以下の処理を分担する．MVF-Clientと

MVF-Server 間はソケット通信機能32)を用いて交信

する．

(a)利用者との操作インタフェース処理

(b)組織階層表示処理
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(c) メールアドレス検索要求処理

(d)検索結果の編集と表示処理

(2) MVF-Serverの機能

MVF-Serverは MVF-Clientと Dir-S間に介在し，

MVF-Clientからの検索要求を解釈して Dir-Sに対し

て検索要求を行う．なお，組織階層情報の取得要求に

対しては，HDBから組織階層情報を読み出す．この

MVF-Serverを介在させることによって，(a) MVF-

Serverのバージョンアップや，(b) Dir-Sを VINES

サーバ26),27)から LDAPサーバ24)に変更しても，ク

ライアント端末側のソフトウエアの更新作業を行わな

くて済むことになるので，結果として，利用者の操作

インタフェースに影響を及ぼさない．また，MVFが

デレクトリ・サービスを得る処理を代行するので，ク

ライアント端末に Dir-Sの種類に対応した特定のソフ

トウエアをインストールする必要がないという利点が

ある．

次に，筆者らが提案し開発したメールアドレス・ビュ

ア機能MVFの主な処理方式を述べる．

4. MVFの実装と処理方式の概要

4.1 設 計 方 針

筆者らは，X400メールの例であるGroupmax 5),6)

にMVFを実装し，フロントエンド処理の役割を果た

すMVFを以下の設計方針で開発することにした．

( 1 ) 組織階層の表示と検索が行えること．

( 2 ) メールアドレスの検索時間が 2～3秒以内で行

えること．

( 3 ) Dir-Sの種類を変更しても，利用者の操作イン

タフェースに影響を及ぼさないこと．

上記の ( 1 )と ( 2 )については，図 4 に示したよう

に，MVF-Serverが HDBの組織階層情報を検索し，

Dir-Sがメールアドレスの検索処理を分担することに

より，組織階層の表示とメールアドレスの検索を並行

処理する．これにより，メールアドレスの検索時間の

短縮を図る．設計方針 ( 3 )に対しては，MVF-Server

が HDBを，Dir-Sが DDBを管理する方式をとること

により，クライアント端末側で動作するMVF-Client

の処理に変更が生じないようになる．筆者らは，この

検索表示方式をハイブリッド型検索表示方式30),31)と

名付けた．

4.2 メールアドレスの変換方法

ディレクトリ・サーバ連携のケーススタディとした

中央ディレクトリ・システム12),25)に格納されている

メールアドレスは cc:Mail 11)のアドレスである．そこ

で，図 1に示した SMTP配送系7)から cc:Mailのゲー

トウエイ（GW）33)を経由して cc:Mailへメールが送

信できるようにするために，DDBに格納するメール

アドレス表記を E-mailのアドレス表記28)に変換する．

たとえば，組織 div1の「鈴木 太郎」のメールアドレ

スは，cc:Mailでは，

Suzuki,Taro-div1 at ～HTC-div1

となるが，このアドレスを，

Taro-div1.Suzuki@cm.crl.h.co.jp

に変換する．ここで，cmは図 1のGWのドメイン名，

crl.h.co.jpは組織のドメイン名である．この変換処理

は 4.4節で述べる組織階層管理DBの生成処理時に行

うようにした．なお，当然のことながら，中央ディレ

クトリ・システムに格納されているメールアドレスが

インターネトメール E-mail 7),28)のアドレス表記の場

合には変換する必要がない．

4.3 ディレクトリ情報DBの構成方法

DDBは組織変更のたびに中央ディレクトリ・システ

ム25)から生成する．DDBの生成に際しては，ディレク

トリ情報を収集する専用の収集サーバで収集し29)∼31)，

後に DDBに複写し，DDBの生成・保守のために電

子メールの運用サービスが停止する時間を短縮するよ

う工夫した．なお，DDBの生成時間については 5.2

節で述べる．

電子メールの運用では，システムの停止を極力さけ

なければならない．このために，段階的な機能拡張

が安定的な運用につながる．そこで，MVFの開発と

実運用に際して，1996 年 8 月から 1998年 5 月まで

の期間は VINESサーバ26),27)を用いて Dir-Sを実現

し29)，1998年 6月以降は LDAPサーバ24)に切り替

えた30),31)．筆者らが提案しているMVFは，Dir-Sを

変更してもユーザの操作インタフェースに影響を及ぼ

さないようにするために，MVFが HDB を管理し，

DDBの構成を以下に述べるように工夫した．以下に

VINESサーバ，および LDAPサーバでの DDBの構

成方法を述べる．

(1) VINESサーバでの定義

VINESサーバでは，Street Talk 名26),27)で DDB

を構成できるが，Street Talk名は，

Item@Group@Organization

の 3 階層の定義に限定されている26),27)．そのため，

Itemには名前，Groupには部名（dept1），Organi-

zationには組織名（div1）を割り当て，課名（sect1），

グループ名（grp1），メールアドレスは属性値とした．

たとえば，「鈴木 太郎」は，

Street Taalk名：Taro Suszuki@dept1@div1

と定義し，課名の sect1，グループ名の grp1，および
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図 5 2種類のディレクトリ・データベースの構成
Fig. 5 Structure of two kinds of the Directory

Information Database (DDB).

図 6 階層構造とフラット構造の検索時間の比較
Fig. 6 Comparison of the retrieval time between

hierarchical structure and flat structures.

メールアドレスは属性値となる．また，「鈴木 太郎」の

文字列も属性値となる．組織階層の管理情報は HDB

に格納する．

(2) LDAPサーバでの定義

LDAPサーバの DDBとしては，図 5 に示すよう

に，人的情報が横 1列に並ぶフラット構造と，組織階

層を意識して人的情報を配置する階層構造が考えられ

た．一般的には，階層構造の定義方法が組織階層の実

態に合致しているが，予備実験により検索時間を測定

評価して決定することにした．

図6は LDAPサーバにおけるDDB構造の相違によ

る検索時間の比較結果である．フラット構造の検索時

間は 10万人を超えても 2秒程度である．一方，DDB

の構造が階層構造の場合には，検索表示時間が登録数

10万人で 23秒と長い．階層構造の場合には，図 5 の

grp1まで 4段の多段，かつ各階層を細かく分割した階

層組織構成においては，DN（Distinguished Name）

をもとにして部分インデックスを作成するときに DN

の共通部分が o=h，c=JPと少なく，ou=xxx部分の

インデックスのキーまで作られてしまうため24)，各階

図 7 階層情報テーブルの形式と内容例
Fig. 7 Form and contents example of a hierarchical

organization information table.

層を細かく分割した階層構造ではエントリ数の増加に

ともない検索時間が増加する．

この結果，階層構造は組織階層による管理面におい

ては有利であり，小規模運用には適しているが，様々

な組織階層を有する大規模組織の運用には，検索性能

面で不利であることが分かった．筆者らは，MVFで

組織階層表示のための HDBを管理していること，な

らびに，検索時間の短縮を図ることを考慮すると，フ

ラット構造を採用するほうが有利と判断した．

人的情報 DN（Distinguished Name）13)の定義は，

DN：cn=Taro Suzuki;ou=people,o=h,c=JP

とした．名前，組織名（div1），部名（dept1），課名

（sect1），グループ名（grp1），メールアドレス，姓名

の文字列は，VINESサーバの定義と同様に属性値と

した．

4.4 組織階層管理DBの構成と生成処理

DDBの内容と図 4 の組織階層管理DB（HDB）内

の階層情報との対応づけを容易にするために，本人が

属する組織の ‘部門番号 [BN]’をユニークな属性値と

して登録する．

図 7 に HDBに格納されている階層情報テーブル

の形式を，図 8 に HDBの生成処理方式を示す．‘部

門番号 [BN]’はキー文字と 12桁の数字で表すように

し，最初の 4 桁で国名と上位組織名，残りは 2 桁ご

とに組織名（div1）からグループ名（grp1）までを対

応させるようにしてユニーク性を保証する．また，組

織階層の組織の先頭にはキー文字に ‘C’を設定し，組

織階層を表示するときに，図 2 や図 3 の表示画面の

例のように，各組織名と対応づけた表示が容易に行え

るように工夫した．具体的な例として図 2，図 3に示

した操作画面の組織名欄に組織名を表示するときに，

図 7 の階層情報テーブルの例ではキー文字が ‘C’の組

織名（div1，div2）が各組識の先頭を意味しているの

で，そこに続くテーブルから表示する組織情報を抽出

できるようにした．
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図 8 組織階層DBの生成方式
Fig. 8 Creation procedure of a Hierarchical Organization

Database (HDB).

図 8 に示すように，HDBの生成は Dir-Sに検索要

求13),27)を行い，各エントリの属性値として設定されて

いる部名や課名と階層情報テーブルの部門番号との対

応をとり，その部門番号を DDBエントリに格納する．

階層情報テーブルに登録されていない場合には，図 7

に示した形式の部門番号を新規に割り当てて，階層情

報テーブルを追加する．次に，4.2節で述べたメールア

ドレスの変換を行う．上記の処理を繰り返すことによ

り，HDBを生成する．なお，Dir-Sとの交信は各ディ

レクトリ・サーバが提供する API（Application Pro-

gramming Interface）関数13),27)を使用した．HDBの

生成は DDBの生成と同様に組織変更のたびに行う．

4.5 ハイブリッド型検索表示処理

ハイブリッド型検索表示方式は，以下の課題解決の

ために提案する．

( 1 ) 大規模組織の環境では同姓同名の人物が存在

する可能性が高いため，組織階層を表示しなが

らメールアドレスを検索する機能が有効である

こと．

( 2 ) Dir-Sを変更したり，MVF-Serverのバージョ

ンアップを行っても利用者への影響を及ぼさな

いようにすること．

( 3 ) 組織階層の表示とメールアドレスの検索を並行

処理させ，メールアドレスの検索時間を短縮す

ること．

具体的には，DDBとは別に HDBを設けたことと，

MVF-Server側で属性値の一致選択処理を行うことに

より，Dir-Sを変更したり，MVF-Serverのバージョ

ンアップを行ってもMVF-Client側を変更したりせず

に済む．

図 9 にハイブリッド型検索表示方式を示す．電子

メール・クライアントからMVF-Clientが起動される

と，MVF-Serverに対して宛先の名前 (Item, cn)を

検索パラメータ，組織名などを属性としてメールアド

図 9 MVFにおけるハイブリッド検索方式
Fig. 9 A hybrid retrieval approach in MVF.

レスの検索を要求する．MVF-Serverは HDBを検索

し，MVF-Clientが指定した組織階層を返す．クライ

アント側では，その組織階層を表示する．

組織階層の表示処理と並行して，MVF-Server と

Dir-SはMVF-Clientからの検索パラメータを用いて

DDBの検索処理を行い，MVF-Clientが必要とする属

性と一致するエントリを選択し，結果をMVF-Client

へ返す．これにより，クライアント端末の操作画面に

組織階層と検索結果が表示される．

なお，個人名が直接指定された場合には，指定され

た名前 (Item, cn)に一致するすべてのエントリを抽

出し，そのエントリ情報をMVF-Clientに返すように

した．ユーザが所望の名前をクリックすると，MVF-

Clientはその名前に対応するメールアドレスを電子

メール・クライアントに返すようにして，個人名での

検索も行えるようにした．

5. 結果と検討

5.1 実運用実績

図10は約1,000名の利用者の実運用環境9)で，X400

メールにMVFを実装し，実運用したときのメール送

信回数とメールアドレス検索回数の推移である．折れ

線グラフは返信メールを含むメールの送信回数である．

なお，電子メールの利用回数は 1995年の 27,000回/

月から増加し，1998年以降 114,000回/月前後に推移

しており，約 42%がメールの送信である．

棒グラフはメール送信時にメールアドレスの検索

を行った回数である．たとえば，1999年の実績では，

メール送信回数 47,800回/月の 35%（16,730回）が

メールアドレスを検索した回数であり，その 85%の

14,220 回に相当する塗り潰し部分が MVFを利用し

た検索回数である．右側の棒グラフは自組織外，すな

わちMVFを利用して他事業所に属する人のメールア
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図 10 メール送信回数とメールアドレス検索回数の推移
Fig. 10 The number of sending mails and the number of

retrieving E-mail addresses.

ドレスを検索した回数である．たとえば，1999年で

は，アドレス検索回数 16,730 回/月の 35%に相当す

る 5,860回/月が他事業所に属する人のメールアドレ

スを検索した回数である．

1996年 8月には VINESサーバと連携したMVFに

より，4万人分のディレクトリ情報を保持して実運用

した．1998年 6月には LDAPサーバに移行し，ディ

レクトリ情報の登録数を 10万人に増やして，現在に

至っている．

電子メールの送信回数は 1996年の 21,680回/月か

ら 1999年の 47,800回/月へと増加しており，メール

アドレスの検索回数も 1996年の 6,500回/月から 1999

年の 16,730回/月へと増加している．メールアドレス

の検索において，MVFを利用した検索回数は，1996

年では 4,600回/月と全検索回数の約 70%であったが，

2年後の 1998年には 12,990回/月と 80%，3年後の

1999年には 14,220回/月となり，全検索回数の 85%へ

と増加し，その後，MVFの利用が定着している．

5.2 DDBの生成時間とメールアドレスの検索時間

表 2に DDBの生成時間とメールアドレスの検索結

果を表示するまでの応答時間を示す．VINESサーバ

は CPU性能 100MHz，主メモリ容量 128MBの PC

を 5 台用いて VINES 26),27)を動作させ，4 万名分の

ディレクトリ情報を格納した．LDAPサーバは CPU

性能 95MHz，主メモリ容量 128MBのWSを 2台用

いて UNIXのもとで動作させ，10万名分のディレク

トリ情報を格納した．

DDBの生成に，VINESサーバでは 104時間（4.3

日），LDAPサーバでは 6時間を要しているが，実運

用中の Dir-Sとは別に，専用の収集サーバで収集し，

後に DDBに複写するようにして，電子メールの運用

表 2 ディレクトリ・サーバの性能比較
Table 2 A performance comparison of directory servers.

サービスが停止する時間を短縮するよう工夫した．そ

の結果，DDBの保守のために電子メールのサービス

が停止する時間は約 4時間で行えた．

VINESサーバでの検索表示時間は，平均 3秒で検

索結果を階層表示できた．LDAPサーバでは，DDB

の構造がフラット構造のときに平均 2秒で表示でき，

当初の目標を達成できた．これは組織階層の表示と検

索結果の表示を並行して処理するハイブリッド型検索

表示方式の効果である．

一方，DDBの構造が階層構造の場合には，検索表

示時間が 23秒と長く，筆者らはDDBに採用しなかっ

たが，管理面では有利であり，階層構造DDBの活用

方法が今後の課題である

5.3 メールアドレス・ビュア機能の操作性

メールアドレス・ビュア機能MVFが使い勝手の良

いユーザインタフェースとなっているかの評価に関し

ては，現在のところ定量的な評価基準が確立されてお

らず，客観的評価を行っていないが，利用者から得ら

れた代表的意見を以下にあげる．

( 1 ) 宛先検索のアイコンをクリックすれば，後は操

作をガイドしてくれるので不便さを感じない．

( 2 ) 既存の電子メールシステムが提供するメールア

ドレスの検索機能と併存しているので，操作面

での不満はない．

( 3 ) 組織階層での検索と名前での検索も行えるので

不満はない．

以上の意見から，画面操作に関してはWindowsで

のユーザインタフェース設計指針34)を参考にして実現

したので，Windowsを操作したことがあれば，容易

に理解できる．

5.4 実運用経験

MVFの開発に際しては，MVFがフロントエンド

処理の役割を果たすようにし，MVF-ClientとMVF-

Serverの処理方式を採用したことによって，(1) MVF-

Serverのバージョンアップや，(2) Dir-Sの種類を変

更しても，クライアント端末側の電子メール用ソフト

ウエアの更新を行わなくても済む．その結果，利用者
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の操作インタフェースに影響を及ぼさないという効果

が得られた．また，LDAPでは，自組織にカスタマイ

ズした DDBを生成するときに，LDIF（LDAP Data

Interchange Format）の表記法13)を用いた属性の登

録機能が利用でき，属性情報をテキストで表して一括

して登録できるため，VINESサーバから LDAPサー

バに移行するときに新たに変換プログラムを開発する

ことなく行えたことも LDAPの利点として明らかに

なった．

MVFは既存の電子メールシステムとの連携にコネ

クションの開設と解除，および検索の APIを提供す

るようにしたため，他の電子メールシステムのクライ

アント端末への適用も可能である．さらに，既存の電

子メールシステムを一貫して運用し，機能を拡張した

ことにより，LDAPサーバへの移行も容易に行え，結

果として運用効率化が図れたと考えている．

一方，DDBの保守のために電子メールのサービス

が 4時間程度停止しているが，サービスを停止するこ

となくDDBの更新を可能にすることが今後の課題で

ある．また，MVFの利用状況は 85%前後で推移して

いるが，100%の利用に至っておらず，実運用の開始時

から全面的にMVF利用のみにユーザをガイドするこ

とも重要であることが実運用の経験として得られた．

5.5 メールアドレス・ビュア機能MVFの汎用性

について

筆者らは，実運用している X400メール5),6)をケー

ススタディとしてディレクトリ・サーバと連携させ，実

運用に供した．そこでは，電子メールシステムとディ

レクトリ・サーバを連携する際に，(1)フロントエン

ド処理方式と，(2)組織階層表示を可能にするハイブ

リッド型検索表示方式のメールアドレス・ビュア機能

MVFを提案した．本機能の目的は，電子メール利用

者（ユーザ）の負担なしにディレクトリ・サーバと連

携すること，および，ディレクトリ・サーバの移行が

行えることにある．しかし，一般論として，本MVF

をそのまま他の電子メール・システムに適用できると

は限らず，適用対象の電子メールクライアントのソフ

トウエアから本MVFクライアントを呼び出すインタ

フェースが公開されている必要がある．

そこで，筆者らがケーススタディとした電子メール

システム5),6)のように，本MVFクライアントを図 2

の操作画面例の最背面に示す ‘所外宛先’オブジェクト

として定義するカスタマイズ機能6)が公開されていれ

ば，本メールアドレス・ビュア機能MVFのアプロー

チが可能である．

また，他のディレクトリ・サーバと連携させるとき，

たとえば，Microsoft社のActive Directory 35)と連携

させる場合には，MVF-Server側で Active Directory

が提供する ADSI（Active Directory Service Inter-

face）を使用すればよく，ユーザへの影響を及ぼさず

に実現できると考える．

筆者らが提案・開発したクライアント端末とサーバ

の間にフロントエンド処理機能を介在させる方式は，

オープン・システム環境の運用において，提供された

システムが実運用環境の要求仕様に合致しないならば，

運用者自ら開発し，運用していくことが，インターネッ

トを基本にした分散システムの構築・運用技術を確立

する 1つのアプローチと思われる．

6. む す び

筆者らは，電子メールシステムとディレクトリ・サー

ビスを連携させ，他の電子メール・サーバに登録された

メールアドレスを検索できる機能を実現し，電子メー

ルシステムの利便性向上を図った．このために，「メー

ルアドレス・ビュア機能MVF」を提案し開発した．

MVFは，既存の電子メール端末の操作インタフェー

スを変更することなくディレクトリ・サーバと連携で

きるようにするために，電子メール・クライアント

とディレクトリ・サーバ間に介在するフロントエンド

処理機能を提案している．ここでは，(1)組織階層表

示からのメールアドレス検索や名前によるメールア

ドレスの検索を行い，操作インタフェース処理を司

るMVF-Clientと，(2)組織階層の表示処理とディレ

クトリ・サーバでの検索処理を並行処理制御を司る

MVF-Serverによる処理方式を実現した．

また，上記 (2)のために，フラット型ディレクトリ

構造DBと組織階層表示のための組織階層管理DBを

組み合わせたハイブリッド型検索表示方式を提案し開

発した．

MVFを実運用環境で実運用した結果，(1) MVFの

利用比率は，MVFを使い始めた 1996年での全メー

ルアドレス検索回数の 70%から 3年後の 1999年には

85%へと増加し，その後，MVFの利用が定着しつつ

あること，および，(2)ハイブリッド型検索表示方式

により，ディレクトリ・サーバの種類に応じた特定の

ソフトウエアをクライアント端末にインストールする

ことなくメールアドレスの検索が行える，などの効果

が得られた．

本分析結果は我々サイトの一例であるが，当初目的

とした電子メールシステムの利便性向上に貢献できた

と判断している．
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